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中間レビュー調査結果要約表 
 

１．案件の概要 

国名：インド国 案件名：低炭素技術の適用促進に関する研究 

分野：省エネルギー 援助形態：地球規模課題対応国際科学技術協力（SATREPS）

所轄部署：産業開発・公共政策部 JICA協力金額（評価時点）：約2.78億円 

協力期間 2010年5月～2014年3月 

先方実施機関：エネルギー資源研究所（The Energy and 

Resources Institute：TERI） 

先方監督・調整機関：環境森林省（Ministry of Environment 

and Forest：MOEF） 

日本側協力機関：財団法人地球環境戦略研究機関（Institute 

for Global Environmental Strategies：IGES）関西センター 

１－１ 協力の背景と概要 

インド国は、近年高い経済成長を続けており、それに伴いエネルギー需要も飛躍的に伸びて

いる。電力省エネルギー効率局（Bureau of Energy Efficiency：BEE）の“National Mission for 

Enhanced Energy Efficiency”によれば、2030年まで現在と同じ8～9％の経済成長を維持しようと

すると、1次エネルギーの消費量は現在の3倍、電力については6倍の消費量になると試算され

る。エネルギー供給･消費の拡大につれて、環境への負担も増えており、例えば古い発電施設

は発電効率も悪いうえ、環境に配慮した新しい設備と比べて大気汚染の原因となる有害物質の

排出量も多い。その他、二酸化炭素（CO2）等の温室効果ガスの排出量は大幅な増加傾向にあ

り、現在インドは、世界第3位の二酸化炭素排出国となっている。今後、急激な経済成長に比

例して、温室効果ガス（Greenhouse Gas：GHG）の更なる排出急増が懸念されている。 

こうした状況から、二酸化炭素排出の削減緩和を図るため、低炭素技術（Low Carbon 

Technology：LCT）の導入が急務となっている。海外の技術を応用してインドにおいて適用可

能な技術として確立することが望まれるが、技術の導入が遅れており、抜本的な対策は講じら

れていないのが現状である。このような状況を改善するため、インド政府はわが国に対し科学

技術協力プロジェクト「インド国における低炭素技術の適用促進に関する研究」（以下、「プロ

ジェクト」と記す）を要請し、2010年5月から2014年3月までの予定で、日本側（財）地球環境

戦略研究機関（IGES）とインド側エネルギー資源研究所（TERI）との間で科学技術協力事業

を実施することとなった。本プロジェクトの目的は、「エネルギー効率の高い技術（低炭素技

術）をインドに移転し、インドにおけるGHG排出量の増加を低減する」としており、現在まで

に研究員等を短期のシャトル型で派遣している。 

 

１－２ 協力内容 

（1）上位目標 

エネルギー効率の高い技術（低炭素技術：LCT）が日本からインドに移転され、インド

におけるGHG排出量の増加が軽減される。 

 

（2）プロジェクト目標 

LCTを促進する具体的な戦略が提言される。 
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（3）成果 

1）GHGの排出削減を実現する最適で有望なLCTが特定される。 

2）パイロットプロジェクトを通じて行われた特定のLCTに関する効果が評価される。 

3）ステークホルダーの役割（責任体制）、制度上の問題、キャパシティ・ビルディング・

システムについて考慮した促進策が策定される。 

 

（4）投入（評価時点） 

1）日本側（総額約2.78億円） 

・ 長期専門家（業務調整） 

・ 短期専門家 

・ 本邦研修 

・ パイロットプロジェクトの実施 

・ ワークショップの開催 

2）インド側 

・ カウンターパートの配置 

・ パイロットプロジェクトの共同実施 

・ インド側研究員の日本派遣 

２．評価調査団の概要 

調査者 
 

担当分野 氏 名 所 属 

総括 小島 元 
独立行政法人国際協力機構 産業開発・公共

政策部 資源・エネルギー第二課 企画役 

評価分析 下村 暢子 
バリュープランニング・インターナショナル

株式会社 コンサルタント 

科学技術計画 

評価総括 
井上 孝太郎 

独立行政法人科学技術振興機構（JST） 

上席フェロー 

科学技術計画 

評価企画-1 
矢野 雅仁 

独立行政法人科学技術振興機構（JST） 

シンガポールオフィス・シニアプログラム

コーディネーター 

科学技術計画 

評価企画-2 
鵜瀬 美里 

独立行政法人科学技術振興機構（JST） 

地球規模課題国際協力室 調査員 
  

 

調査期間 平成24年9月19日（水）～9月27日（木） 

３．評価結果の概要 

３－１ 実績の確認 

（1）投入及び成果 

成果1のLCTの選定は、日本側からLCTの専門家を多く派遣し、インド側からの日本への

派遣もあり、共同調査の結果達成された。しかし、総じて日本側からの派遣やインド側か

らの日本への派遣は限定的である。成果2のパイロットプロジェクトの計画が遅れて2013

年以降の開始となり、成果3の活動も限定的である。各地で実施された日本のLCTを紹介す

るセミナーはインドの中小企業（Small and Medium Enterprise：SME）関係者に対して技術

普及の成果があった。パイロットプロジェクトの遅れは、マネジメント的な要素のほかに、
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IGESとTERIによる調査や分析に期間を要したことに起因する。 

 

（2）プロジェクト目標の達成状況 

本プロジェクトの研究は、アクションリサーチの要素をもつことが特徴である。パイロ

ットプロジェクトの機材が対象のSMEに設置され、詳細データのモニターが開始され、LCT

の効果も明らかにされることにより、効果が確認された技術がより広く普及することが期

待される。インドでの事前調査は、成果2及び3に貢献しているが、十分な研究発表が行わ

れておらず、研究論文の作成・公表に今後一層注力する必要がある。また、成果3を達成

するため、ステークホルダーの役割、適切なキャパシティ・ビルディング等を検討するこ

とが求められており、インド側の政策分析や関係者の調査など一層の努力が必要とされよ

う。 

 

３－２ ５項目評価の要約 

（1）妥当性 

本プロジェクトの妥当性は非常に高い。 

・ 本プロジェクトはインド政府の気候変動対策及び中小企業政策に準じており、妥当性

は高い。 

・ 日本政府のインドに対するODA政策である①日印経済関係強化を通じた経済成長の促

進、②貧困削減及び社会セクター開発、③環境・気候変動・エネルギー問題に関する

協力のすべてに貢献ができる要素をもち、同様に妥当性が高い。 

 

（2）有効性 

プロジェクトの現時点での有効性は中程度であるが、パイロットプロジェクトが開始さ

れ、LCTの開発・普及に係る研究活動が促進されれば高まる。 

・ TERIは、実際の企業にパイロットプラントを導入するというアクションリサーチ的な

プロジェクトの手法、日本の民間企業のアドバイスや意見交換などが他のドナーによ

るプロジェクトと異なるユニークなアプローチとして評価している。 

・ スケジュールの遅れは、対象となる技術と中小企業の選定に時間を要したのが主な原

因であるが、プロジェクト全体のマネジメントの要因も存在する。プロジェクト目標

を達成するにはプロジェクトチームの一層の努力とマネジメント管理の改善が必要

とされている。 

 

（3）効率性 

本プロジェクトの現時点での効率性は、日本のLCTとインドの中小企業の需要を合致さ

せるという難易度の高い課題に取り組んだことを考慮すると満足できるものといえる。 

・ TERIはインドに存在しない最新の技術を紹介した日本人専門家や研究者との意見交換

について高く評価している。1週間程度の日本訪問についても実際にLCTが活用されて

いる現場を見学できたことに評価も高く、TERI側は総じて進捗の遅れについて懸念し

ていない。 

・ 中間レビューチームは、パイロットプロジェクトの進捗の遅れによりモニタリング期



 

iv 

間が十分にとれず、研究の質にも影響を及ぼすリスクを指摘した。 

 

（4）インパクト 

インパクトはパイロットプロジェクトが着実に実施され、LCTの開発・普及に係る研究

成果がより多く公表されれば、大きくなると期待される。 

・ プロジェクト活動は日本のLCTに対するインド側関係者の意識の変革に役割を果たし

てきた。パイロットプロジェクトの結果が明らかになれば、更に普及活動はスケール

を広げて展開する予定である。 

 

（5）自立発展性（見込み） 

自立発展性は、LCTの開発・普及に係る研究成果に基づき、インド側で政策的な対応が

図られれば、可能性としては高い。 

① 組織的な問題 

・ LCTを他のクラスターや地域に普及させるためには企業を束ねる産業連盟も情報共有

の輪に入れる必要がある。 

② 財政的な課題 

・ 事前の実施可能性調査（Feasibility Study：FS）によって高額な初期投資と定期的なア

フターサービスが重要な課題ということが明確になった。日本の生産者とインド・日

本側双方の政策立案者に対してプロジェクトの成果を踏まえて提言を行う必要がある。

③ 技術的な課題 

・ 技術面については日本人専門家が主導し、TERIの技術者は日本の各技術専門家とフィ

ールド調査を通じて実際的な知識を十分に得ることができた。パイロットプロジェク

トの実施を通じてインドの技術者は技術能力を更に高める機会を得ることが期待さ

れる。 

 

３－３ プロジェクトの効果発現を促進・阻害した主な要因 

（1）促進要因 

日本側の専門家がもたらした技術自体がインドの産業界にとって最新の価値の高いも

のであったため、インド側の研究機関TERIの意欲が高く、技術の価値について理解が難し

い各種産業界への調整を根気よく続け、パイロットプロジェクト実施にまで到達できた。

（2）阻害要因 

日本側の研究サポート体制がスタッフの交代などで不十分となり、調査過程を記録し、

研究論文を作成するといった重要な作業が滞った。 

 

３－４ 結 論 

日・印双方のプロジェクト実施機関は、日本のLCTをインドの中小企業に周知する点で一定

の成果を示し、TERIを含むインド側関係者の実際的な技術知識を高める貢献をした。パイロッ

トプロジェクトの遅れが、プロジェクト外部の制御しがたい要因によるものであることは認め

るものの、今後はプロジェクトチームが更なる遅延を防ぐために実施可能な計画を作成するこ

とが必要である。 
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３－５ 提 言 

（1）キャパシティ・ビルデイング 

パイロットプロジェクトを実施する現場関係者の能力開発をハード技術のみならずソ

フト技術に関しても組織的に行う必要がある。日本への訪問も含んだトレーニングプログ

ラムを中小企業のマネジャークラス、産業連盟の幹部、他の研究機関などに提供すること

が望まれる。 

 

（2）パイロットプロジェクト 

ガスヒートポンプ、電気ヒートポンプのハード技術導入については、パイロット事業の

操業計画、責任の範囲が明確にされており、協力対象に選定されたソフト技術に対しても

同様の注意が払われるように実施計画を作成していく必要がある。機材設置時の対象工場

への日本側技術者の配置はスムーズな操業に必須である。TERIはインド国内での技術の普

及促進に向けた資料作成を行う。また、日・印双方（若手）の研究者がパイロットプロジ

ェクトへの参画を進め、将来の日本技術導入にかかるコスト低減に資する活動が期待され

る。 

 

（3）省エネ効果に係るモニタリング・検証 

適切な機材設置及び日・印双方研究代表機関専門家の参画が確保される必要ある。 

 

（4）プロジェクト活動に係る報告、情報共有の徹底 

技術とパイロットサイト選定に至るまでのさまざまな成果は、日・印双方の研究機関の

貢献が明示されるように、研究機関・研究者の名称・氏名等、網羅的に文書化されるべき

である。特にLCTの応用に係る提言は産業界、政府にも資する内容となることが期待され

る。更にパイロットプロジェクトの経済面、社会面、環境面でのコベネフィットは日・印

双方で文書化し、関係者に周知されるべきである。 

 

（5）スケジュール管理の強化 

2014年3月までのプロジェクト期間内にマスタープラン記載の活動が終了すべく、プロ

ジェクト関係者の情報共有を密にする。特にパイロットプロジェクト機材の通関、インド

国内の輸送についてはこれ以上の遅れを避けるため十分にモニタリングする必要がある。

 

３－６ 教 訓 

科学技術研究プロジェクトの順調かつ効果的なプロジェクトマネジメントのためには合意

した目標と検証可能な指標を明確にし、それらを関係者と早い段階で共有しておくことが必要

である。 
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第１章 中間レビュー調査の概要 
 

１－１ 調査の目的 

本プロジェクトの目標達成度や成果等を分析し、本プロジェクトの残り期間の課題及び今後の

方向性について確認し、合同評価報告書に取りまとめ、インド側と合意することを目的とする。 

なお、本中間レビュー調査の対象プロジェクトは地球規模課題対応国際科学技術協力（Science and 

Technology Research Partnership for Sustainable Development：SATREPS）であり、（財）地球環境戦

略研究機関（Institute for Global Environmental Strategies：IGES）及び科学技術振興機構（Japan 

Science and Technology Agency：JST）と連携し調査を行うこととした。 

具体的な目的は以下のとおり。 

① プロジェクト開始から現在までの実績（調査団訪問後の予定を含む）と計画達成度を、討

議議事録（Record of Discussions：R/D）、プロジェクト・デザイン・マトリックス（Project Design 

Matrix：PDM）、運営計画（Plan of Operations：PO）等に基づき、評価5項目（妥当性、有効

性、効率性、インパクト、自立発展性）の観点から中間レビューを行う。 

② プロジェクト後半期間の活動や方向性について、プロジェクト側と協議し、その結果を日

本・インド両国政府及び関係当局に報告する。 

 

１－２ 調査団の構成 

（1）JICA 

担当分野 氏  名 所  属 

総括 小島 元 
独立行政法人国際協力機構 産業開発・公共政策部 
資源・エネルギー第二課 企画役 

評価分析 下村 暢子 
バリュープランニング・インターナショナル株式会社 
コンサルタント 

（2）（財）地球環境戦略研究機関（IGES）関西センター 

担当分野 氏  名 所  属 

研究総括 鈴木 胖 
（財）地球環境戦略研究機関（IGES） 
関西研究センター所長 

研究企画-1 須藤 欣一 
（財）地球環境戦略研究機関（IGES） 
関西研究センター副所長 

研究企画-2 竹本 明生 
（財）地球環境戦略研究機関（IGES） 
関西研究センター主任アドバイザー 

研究企画-3 雫石 芳男 
（財）地球環境戦略研究機関（IGES） 
関西研究センター総務課長 

（3）科学技術振興機構（JST） 

担当分野 氏  名 所  属 

科学技術計画

評価総括 
井上 孝太郎 

独立行政法人科学技術振興機構（JST） 
上席フェロー 

科学技術計画

評価企画-1 
矢野 雅仁 

独立行政法人科学技術振興機構（JST） 
シンガポールオフィス・シニアプログラムコーディネーター

科学技術計画

評価企画-2 
鵜瀬 美里 

独立行政法人科学技術振興機構（JST） 
地球規模課題国際協力室 調査員 
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１－３ 調査日程 

現地調査は2012年9月19日から9月27日までの期間で実施された。 

調査日程の概要は以下のとおりである。 

 

＜団員の活動スケジュール＞ 

日 付  内 容 

9月19日 水 12：25成田発（JL749）→17：35デリー着 

20日 木 JICAインド事務所打合せ 

TERI協議、中間レビュー 

21日 金 TERI協議、中間レビュー 

22日 土 資料整理 

23日 日 Amur移動（フライト） 

24日 月 工場視察、インタビュー 

デリー移動（フライト） 

25日 火 TERI協議、中間レビュー 

26日 水 合同評価報告書署名、JICAインド事務所並びに在インド日本大使館報告 

19：35デリー発（JL740）→ 

27日 木 07：25成田着 
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第２章 調査結果概要 
 

２－１ 全般 

本中間レビュー調査の基になるPDM/マスタープランは2009年9月実施の詳細計画策定調査時に

インド側と合意したものを使用した。レビューに先立ち、プロジェクト関係文書〔詳細計画策定

調査報告書、研究代表機関である（財）地球環境戦略研究機関（IGES）作成の報告書、セミナー・

シンポジウム資料等〕を整理・分析し、プロジェクト関係者への事前質問票調査及びインタビュ

ー調査、また現地視察を行い、情報を収集した。 

これらの結果を基に、合同評価報告書案を作成し、同案を添付した協議議事録（Minutes of 

Meeting：M/M）につき、2012年9月26日にインド側実施機関であるエネルギー資源研究所（The 

Energy and Resources Institute：TERI）とともに署名・交換した。 

なお、合同評価報告書案は、2012年10月4日に開催された本プロジェクトの合同調整委員会（Joint 

Coordinating Committee：JCC）において、JICAインド事務所より提言等について説明し、内容につ

いて確認・承認された。 

 

２－２ 中間レビュー調査結果 

（1）PDM、POの改訂 

PDMについて、日・印双方の研究代表機関に確認したところ、プロジェクト目標、成果、

活動について中間レビュー実施時点において変更を予定するものではないので改訂は行わな

いこととした。 

一方、パイロットプロジェクトの遅れに起因するプロジェクトスケジュールの全体の見直

しについては、POの改訂に反映させることとした。 

 

（2）提言 

添付英文合同評価報告書のとおり、以下5項目にわたる提言を行った。 

① キャパシティ・ビルデイング 

パイロットプロジェクトを実施する現場関係者の能力開発を組織的に行う必要がある。 

② パイロットプロジェクト 

ガスヒートポンプ（Gas Heat Pump：GHP）、電気ヒートポンプ（Electric Heat Pump：EHP）

の機材設置を行うパイロットプロジェクト対象工場及びソフト技術対象工場に対する日本

側技術者の配置が必須。TERIはインド国内での技術の普及促進に向けた資料作成を行う。

また、日・印双方（若手）の研究者がパイロットプロジェクトへの参画を進め、将来の日

本技術導入に係るコスト低減に資する活動が期待される。 

③ 省エネ効果に係るモニタリング・検証 

適切な機材設置及び日・印双方研究代表機関専門家の参画が必須。 

④ プロジェクト活動に係る報告、情報共有の徹底 

特に低炭素技術（Low Carbon Technology：LCT）の適用に係る提言は日・印双方の産業

界、政府にも資する内容となることが期待される。 

⑤ スケジュール管理の強化 

2014年3月までのプロジェクト期間内にマスタープラン記載の活動が終了すべく、プロジ
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ェクト関係者の情報共有を密にする。特にパイロットプロジェクト機材の通関、インド国

内の輸送については適切なモニタリングを要する。 

 

（3）プロジェクトの進捗に係る留意事項 

① 政策研究への取り組み強化 

パイロット事業の遅れもあり、現時点で成果1「温室効果ガス（Greenhouse Gas：GHG）

の排出削減を実現する最適で有望なLCTが特定される」の達成指標である「LCTの開発・普

及に関する学術論文の公表」の点数が少ないように思われる。共同研究機関である京都大

学の参画も得つつ、プロジェクトの残り期間におけるより活発な研究活動、成果発表を期

待する。 

また、プロジェクト後半に行う予定の政策研究に関し、パイロット事業の測定データを

用いてどのような政策提言を行う予定なのか、日本側関係者への事前の情報共有が求めら

れる。 

② パイロット事業の早期実施 

機材の調達・据え付けが約1年遅延している。データの測定、検証に影響を与えないよう

に対応できるとのことではあるが、早期実施が求められる。特にEHPはGHPより更に手続き

が遅れており、仮に十分な測定期間を確保できない場合には調達計画の再検討も必要とな

る。 

③ LCTの移転・普及策の策定 

パイロット事業等のプロジェクト活動の結果を踏まえた研究成果に基づくLCTの移転・普

及計画書（政策提言）の早期策定が求められる。 

例：他クラスターにも適用可能な技術アセスメント法、コベネインパクトの測定法、LCT

技術導入に係るコスト低減策、環境・省エネ政策研究に係る日・印の枠組み構築の提案、

日・印の政策対話等へのインプット（省エネ機器導入促進策の提案）等。 
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第３章 研究代表機関による所感・考察 
 

本プロジェクトの結果、インドにおいて適用可能で、効果が高く、かつわが国のメーカーが参

画し裨益する可能性の高い低炭素技術（LCT）が特定された。技術移転においては、技術のサプラ

イヤーとユーザーのマッチングが鍵であり、本プロジェクトを通じて適用可能なLCTを特定できた

ことは、大きな成果である。また、結果のみならず、当該技術を特定するプロセスを理解するこ

とが、他のクラスターや他国で技術移転を進めるにあたって重要である。 

本プロジェクトの目的と目標は、日・印双方のエネルギー環境政策と方向性が一致しており、

かつ、インドの中小企業とのニーズにも合致していることから、今後、本プロジェクトが予定ど

おり実行されれば、更に大きな成果が期待される。このため、今回の中間レビュー調査報告にお

ける提案などを踏まえて、スケジュール管理の強化等を行う。 

インド政府は、気候変動枠組条約事務局に対して自国における2020年の二酸化炭素（CO2）の排

出強度を2005年比で20～25％削減することを表明するとともに、2008年に「緩和策と適応策を含

む包括的な気候変動国家行動計画」“National Action Plan for Climate Change：NAPCC”を策定した。 

インドでは産業セクターが全エネルギー消費量の55％を占めている。中小企業（Small and 

Medium Enterprise：SME）は製造業の生産量の40％を占めるなどインド産業界の主要な構成を占め

ているが、エネルギー消費効率が低く、省エネの余地が大きい。 

NAPCCにおいては、革新的な対策を通じて高効率のエネルギー機器の市場への普及促進を加速

させることとされており、SME全体での省エネルギーを進めることが、インドでのエネルギー政

策、気候変動政策上、極めて重要である。 

本プロジェクトは、ようやく設備の導入及び運転へと進展する見通しが得られたところである。

それぞれの段階において円滑に推進されるよう、日・印双方において密接な連携を図る。また、

設備の運転実績を踏まえて、適用にあたっての改善点について把握するとともに、設備の導入の

前後を通して計測を行い、二酸化炭素削減等の効果の確認、評価を行う。これらのパイロット事

業を通して得られる分析と実証結果と併せて、LCTの普及方策の低減に向けて検討を行う。 

インド環境森林省は、自国におけるLCTの普及促進のための鍵は、当該技術を利用するSMEの能

力開発と当該技術のコスト低減であると認識している。これらの課題に対して、本プロジェクト

では以下の方針で貢献していく予定である。 

（1）能力開発 

1）ソフト技術 

本プロジェクトにおいては、誘導溶解炉及び圧縮空気システムの2つの技術について、当

該工場のみならずクラスターあるいはその他関連クラスターも含めてエンジニア、マネジ

ャー等を対象としたエネルギー消費効率改善のためのセミナーと能力開発を実施する予定

である。 

2）ハード技術 

本プロジェクトにおいては、GHPとEHPの2つの技術についてパイロット事業を実施する

予定である。本事業においては、日本からインドの現地に機器を輸送して設置し、当該技

術の省エネルギー効果、二酸化炭素削減効果及びコスト低減効果を実測するとともに、こ

れらを現実の見本として、導入企業のみならずクラスターあるいはその他関連クラスター

も含めてエンジニア、マネジャー等を対象とした能力開発のためのトレーニングを実施す
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る予定である。 

 

（2）コスト低減 

インドにおけるLCTのコスト低減については、本プロジェクトの実施のみをもって実現する

ことは困難であるが、本プロジェクトの結果を活用してコスト低減に貢献することは可能で

ある。 

まず、GHP及びEHPの設置コストについては、今回がパイロット事業であり、トラブルを未

然に防止するための措置が手厚く講じられており、これらの措置に必要な追加コストが計上

されている可能性がある。当該事業の結果を踏まえ、今後、当該技術の大量導入が行われる

際には、一定程度の設置コストの低減が期待される。 

また、運用コストについては、本プロジェクトの分析結果を踏まえ、ガス料金の州におけ

る相違や将来のガス価格の変動、不安定な電圧の下でのオペレーションなどを考慮に入れて

コスト分析を的確に実施することで、相対的によりコスト低減効果の大きな州、工場、技術

を選択することが可能になる。 

また、本プロジェクトの実施を通じて、日本からインドへの省エネルギー機器の輸送にあ

たって、関税の問題なども明らかになりつつある。この問題を解決する方策としては、当該

機器の現地生産への移行や関税の撤廃などが考えられる。また、気候変動の緩和に関する国

際枠組み（NAMAs）への貢献を考慮すると、省エネルギー効果を低価格で計測する手法の開

発も不可欠である。 

さらに、パイロット事業対象の技術に加え、誘導加熱溶解炉など、本プロジェクトで実施

しているソフト技術の移転の取り組みについても、管理方法の改善などを通じてエネルギー

コストの低減が期待される。 

コスト低減に向けては、当該セクターへの普及、更に適用セクターの拡大をめざした取り

組みも重要である。このため、出口戦略として、日・印両国政府及び国際機関のほか、イン

ド国内の関連セクター、日本国内のサプライヤー等に対する提案や働きかけを行う。このた

め、まずステークホルダーを具体的に選定するとともに、それぞれに期待する役割等の提言

内容についても併せて検討を進める。 

以上のコスト低減のための要素は上記の能力開発や、インド政府及びステークホルダーに

対するPR（知識の普及）の方策とも密接に結びついていることから、「コスト低減」と「能力

開発」という2つの命題を常に連動させながら、残りの期間、本プロジェクトを進めていくこ

とが重要である。 

本プロジェクトにおける成果の活用を見据えて、例えば以下のとおり情報発信や提言を行

う。 

1）IGESでは、例年7月に横浜で開催される持続可能なアジア太平洋に関する国際フォーラ

ム（International Forum for Sustainable Asia and the Pacific：ISAP）のセッションや、関西

研究センターが主催する関西の産業界を対象としたシンポジウム等の場で、本プロジェ

クトの成果を発信していくことが重要である。また、高効率機器の導入、計測、能力開

発、普及啓発をセットにし技術移転の手法を、気候変動の緩和に関する国際枠組み

（NAMAs）として組み込んでいくことも重要である。 

2）TERIでは、年1回開催されている「デリー持続可能な開発サミット」“Delhi Sustainable 
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Development Summit：DSDS”など政府高官や産業界が参加するフォーラムの場で、本プ

ロジェクトの成果を発信する予定である。 

3）パイロット事業の結果に基づき、IGESとTERIが連携して、パイロット事業の対象クラス

ター及び他のクラスターへの適用可能性の調査を実施することや、ソフト対象技術を含

め、各クラスターにおける当該LCTを普及促進させるためのリーダーの養成を図ってい

くことが重要である。 

さらに、今後は、日・印両国政府間のハイレベルの対話などの場で本プロジェクトの成果

を確認し、インドへのLCTの導入促進のための更なる協力について議論していくことも重要で

ある。 
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第４章 中間レビュー調査の方法 
 

４－１ 調査方法 

今回のレビューは、「新JICA事業評価ガイドライン第1版」に準拠して行った。レビューの基に

なるマスタープランは2009年9月実施の詳細計画策定調査時にインド側と合意したものを使用し

た。レビューに先立ち、プロジェクト関係文書（詳細計画策定調査報告書、研究代表機関であるIGES

作成の報告書、セミナー・シンポジウム資料等）を整理・分析し、プロジェクト関係者への事前

質問票調査及びインタビュー調査、また現地視察を行い、情報を収集した。これらの結果を基に、

レビュー報告書案を作成し、合同評価委員会での議論を経て、報告書を完成させた。 

 

４－２ 調査項目 

（1）プロジェクトの実績の確認 

R/D、マスタープランに沿って計画達成度（投入実績、活動状況、成果の達成度、プロジェ

クト目標の達成見込み）を検証した。PDMについては、日・印双方の研究代表機関に、プロ

ジェクト目標、成果、活動について中間レビュー実施時点において変更を要する項目がなく、

レビューチームも目標、指標、活動との大きな乖離がないことを確認し、かつインド政府機

関がR/Dの内容を変更するために要する時間が新たなプロジェクト遅延要因になることを考

慮して改訂は行わないこととした。一方、パイロットプロジェクトの遅れに起因するプロジ

ェクトスケジュールの全体の見直しについては、POの改訂に反映させることとした。 

 

（2）実施プロセスの検証 

プロジェクトの実施過程全般をみる視点であり、活動が計画どおり行われているか、また

プロジェクトのモニタリングやプロジェクト内のコミュニケーションが円滑に行われている

か、検証した。 

 

（3）レビュー項目ごとの分析 

以下の評価5項目（妥当性、有効性、効率性、インパクト、自立発展性）の観点に基づいた

収集データの分析を行った。 

 

評価５項目 

項目 視 点 

妥当性 

（Relevance） 

プロジェクト目標や上位目標が、評価を実施する時点において妥当か（受益者

のニーズに合致しているか、相手国の問題や課題の解決策として適切か、イン

ドと日本側の政策との整合性はあるか、プロジェクトの戦略・アプローチは妥

当か等）を問う視点。 

有効性 

（Effectiveness） 

プロジェクト目標達成の見込みはあるか、アウトプットのプロジェクト目標へ

の貢献度、目標達成の阻害・貢献要因、外部条件は何か等を問う視点。 

効率性 

（Efficiency） 

プロジェクトのアウトプット産出状況の適否、アウトプットと活動の因果関

係、活動のタイミング、コスト等とそれらの効果について問う視点。 

インパクト 

（Impact） 

上位目標達成の見込み、上位目標とプロジェクト目標の因果関係、正負の波及

効果等を問う視点。 
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自立発展性 

（Sustainability） 

政策・制度面、組織・財政面、技術面、社会・文化・環境面、総合的自立発展

性等において、協力終了後もプロジェクトで発現した効果が持続しているか

（あるいは持続の見込みはあるか）を問う視点。 

 

４－３ 情報収集・入手手段 

現地調査に先立ち、プロジェクトに投入の実績に関する情報提供を日・印双方の研究代表機関

に依頼した。さらに、主としてプロジェクトの実施プロセス・評価5 項目に関する質問票を英語

で作成し、事前に配布した。現地においては、指標及び目標値設定、実施プロセスの確認と評価5 

項目に関する補足情報を収集するために、日・印双方研究者に対し、インタビューを実施した。 
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第５章 プロジェクトの実績と現状 
 

５－１ 投入実績 

R/D、マスタープランに沿って、日本・インド側双方からプロジェクトに対して投入がなされて

いる。 

 

５－１－１ 日本側の投入実績 

（1）在外事業強化費〔英文合同評価報告書3.1.1（1）Provision of local costs〕 

現在までの投入合計は6,523,297INR（インドルピー）である。 

（2）専門家の投入〔英文合同評価報告書3.1.1（2）Dispatch of experts〕 

プロジェクト開始から2012年9月までプロジェクトの業務調整及び管理のための長期専

門家が、2011年1月より2年間の予定で派遣されている。また短期専門家については、2009

年には7名、2010年には8名、2011年17名、2012年（9月時点）には6名が派遣されている。

さまざまな技術の専門家が調査に入り、多くの専門家の貢献があるが、継続して派遣され

ている人が限られ、これまでの派遣日数計は455日（15.2人/月）と非常に限られている。 

（3）本邦研修〔英文合同評価報告書3.1.1（3）Field Visit to Japan〕 

現在までTERIの5名の研究者が約1週間前後の予定で日本に滞在し、工場見学、シンポジ

ウムへの参加などを行った。 

（4）ワークショップ〔英文合同評価報告書3.1.1（4）Workshops〕 

2011年7月以降5回のワークショップが開催された。 

（5）資機材の供与〔英文合同評価報告書3.1.1（5）Provision of Machinery and Equipment〕 

パイロットプロジェクトの選定などの遅れから供与実績はまだないが、GHP、EHPの機材

供与が予定されている。 

 

５－１－２ インド側の投入実績 

（1）カウンターパートの配置〔英文合同評価報告書3.1.2（1）Assignment of counterpart personnel〕 

TERIの14名の研究者が本プロジェクトに関与している。 

（2）カウンターパート予算〔英文合同評価報告書3.1.2（2）Local Cost〕 

TERIのカウンターパート予算は約1,500万INRである。 

（3）インド側で主催されたセミナー等の出席実績 

〔英文合同評価報告書3.1.2（3）Relevant Seminar and workshops conducted by TERI〕 

TERI側は研究の成果を発表するイベントを開催し、2010年以降4つのセミナーで成果を発

表し、またIGES研究者代表に発表する機会を与えている。日本のLCTについてはインドで

はあまり知られていないため、各発表後、多くの活発な議論がなされた。 

（4）コーディネーションと研究〔英文合同評価報告書3.1.2（4）Coordination and Research〕 

2010～2012年の間に日本のLCTを適応するパイロットプロジェクトサイトを選定するの

に頻繁に地方を調査した。特に2011年4月以降、IGESとともに、またはTERI単独でSurat、

Gujarat、Firozabad、Uttar Pradesh、Pune、Maharashtra、Rajkot、Gujarat、Chandigarh、Mohali 

and other locations、Punjab、Ahmedabad、Gujaratといった地域でLCTを受け入れてくれる中

小企業を選定するために調査を継続して行った。 
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５－２ 成果の進捗と実績 

プロジェクト開始時のPDM-1に沿った成果とプロジェクト目標の達成状況は、以下のとおりであ

る。 

成果1：GHGの排出削減を実現する最適で有望な低炭素技術（LCT）が特定される。 

指 標 進捗状況 

・低炭素技術（LCT）

の開発・普及に関す

る学術論文が公表

される。 

・IGESとTERIの双方でLCTの選択を行った。 

・10以上のLCTが評価された。温室効果ガス削減レベル、省エネルギーレ

ベル、インドで類似の技術が存在するかどうか、日本の民間セクターの

関心、費用と借入資金返済期間などの観点によって優先度をつけた。 

・マイクロ・コージェネレーション、誘導溶解炉、圧縮空気システムにつ

いて、事業実施可能性調査（F/S）が実施された。社会資本の投資効果等

を担当する研究者が参加せず、投資効果の分析は限定的である。 

・電気ヒートポンプシステム（EHP）、ガスヒートポンプシステム（GHP）

各2カ所、合計4カ所のプレF/S、詳細計画策定調査が実施された。 

以上の調査はパイロットプロジェクトごとに報告書にまとめられ、中小

企業と協議し、共有されている。各LCTが省エネ、二酸化炭素（CO2）削減、

その他のコベネフィットに関して、セクター、地域に対してもたらすイン

パクトについては、プロジェクトの進捗に沿って評価される。 

 

成果2：パイロットプロジェクトを通じて行われた特定のLCTに関する効果が評価される。 

指 標 進捗状況 

・ 日本のLCTを基に

して行ったパイロ

ットプロジェクト

の効果が検証され

る。 

・ 検証された技術に

よるLCTの排出削

減量が把握される。 

 

・4つのサイトが実証実験サイトとして選定された。 

・対象とする技術、中小企業がなかなか決まらず、パイロットプロジェク

トはまだ開始されていない。具体的な理由は以下のとおり。 

 プロジェクト当初においてどのように技術を導入するのか、選定プ

ロセスが明確でなかった。 

 選定過程、必要とされている技術の有無、特定の技術をもつ日本人

専門家の関心などが技術を選定するのに障害となる場合があった。

 広大なインドに数多く散在している中小企業クラスターの個別技術

に対する需要をマッチさせるのは大きな困難が伴った。 

 ガス供給がない、技術（製品）の価格が高すぎるなどが、多くの中

小企業クラスターがガスベースの技術を適用するのに障害となった。

 日本の技術が高額なため、投資返済期間の長期化や多額の関税を生

じることになった。 

 IGESの中心となる調査スタッフが頻繁に交代したことがプロジェク

トの進捗の遅れを招いた。 

・キャパシティ・ビルディングのプロセスは以下のように行われる予定である。

 TERIとIGESの専門家がともに地元のエンジニアやマネジャークラ

スの集団に技術的助言を行う。 

 クラスター別にワークショップ・セミナーを行い、他の中小企業に

技術を広める。 

 TERIは地元のエンジニアに対しては定期的に支援を行い、監督する。

 4つのパイロットプロジェクトにつき、既に文書化されているフレー

ムワークを用いてモニタリングを行う。 
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成果3：ステークホルダーの役割（責任体制）、制度上の問題、キャパシティ・ビルディング・シス

テムについて考慮した促進策が策定される。 

指 標 進捗状況 

・技術のニーズ、技術

の移転の障害に配

慮した日本からイ

ンドへのLCTの移

転と普及方法につ

き具体的な計画書

が作成される。 

・LCT移転の先行調査については2010年のIGES研究報告書にまとめられた

（ただし日本語のみ）。 

・TERIはインド側関係者（インド政府機関、産業連盟等）と積極的に協議

を進めている。プロジェクト終了後の各関係者の役割についても検討が

開始されている。 

・LCTを推奨していくスキームの方法について議論し、計画される予定で

ある。 

・TERIとIGESはLCTを広め、中小企業の関心や需要がどこにあるかを評価

するために何度かワークショップを開催した。 

・パイロットプロジェクトの成果に基づき、総合的な報告書が作成され、

更に技術を普及させるためのワークショップを開催予定。 

 

LCTの選定の過程については英文合同評価報告書Appendix 1 Matrix on low carbon technologies 

selection process（as of September 2012）に取りまとめた。今後の能力強化計画についても大枠を話

し合い、合意に至っている（3.2. Achievement of the Project, Draft Capacity Building Plan after the Mid 

Term Review）。 

 

５－３ プロジェクト目標の達成度 

本プロジェクトの研究は、アクションリサーチの特徴をもち、日・印双方がプロジェクトの過

程で多くの障害に直面してきた。パイロットプロジェクトの機材が対象の中小企業に設置され、

詳細データのモニターが開始されると、LCTの効果が明らかにされ、より広く周知されるであろう。

事前の各種調査は、成果2及び3の達成に貢献していくであろう。しかしながら、成果3を達成する

ためのステークホルダーの役割、適切なキャパシティ・ビルディングのシステムの検討には一層

の努力が必要とされよう。キャパシティ・ビルディングには、誘導溶解炉、圧縮空気システムに

係る技術のベストプラクティスを実証することが必要である。パイロットプロジェクトの遅れは

マネジメント的な要素のほかに、実際にIGESとTERIで調査や分析に時間を要したことも一因であ

る。 
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第６章 評価5項目によるレビュー結果 
 

中間レビューの目的は、プロジェクトが効果発現に向けて順調に実施されているかを検証し、

プロジェクトの計画の修正、またプロジェクト実施体制の改善に役立てることである。現況と成

果に基づき、プロジェクトの中間時点における評価である点にかんがみ、5つの評価クライテリア

のなかで、妥当性と効率性、有効性を特に重点的にレビューを行った。またインパクトや自立発

展性については、今後の実現可能性や、その見込みについて検討した。 

 

６－１ 妥当性 

本プロジェクトの妥当性は非常に高い。 

 

（1）インド政府の政策との妥当性 

プロジェクト目標と上位目標はインドの中小企業のニーズに合致しており、次に述べるよ

うなインド政府の政策とも適合している。 

気候変動に関する国家行動計画（NAPCC）は首相府によって制定された2017年までの計画

であり、①太陽エネルギー、②エネルギー効率の改善、③持続可能な住環境、④水資源、⑤

ヒマラヤの生態系システム、⑥グリーンなインド（植林、森林保全）、⑦持続可能な農業、そ

して⑧気候変動の戦略的知識の普及という8つの国家ミッションを含んでいる。第15回気候変

動枠組条約締結国会議（COP15）後にインド政府は2005年レベルからGDP 原単位の排出量を

2020年までに2005年レベルから20～25％削減すると自発的に表明している。NAPCCの8つのミ

ッションの1つである国家省エネルギー強化ミッションは、国内のさまざまな省エネルギーの

問題を対象としている。多くの中小企業ではエネルギー変換のプロセスは非効率なままであ

る。大企業向けには既にNAPCCで明確化された政策が存在するが、MSME（零細中小企業）

も省エネ対策の重要な対象である。MSMEはバランスのある成長、貧困緩和、平等の促進、将

来の大企業への成長など重要な役割を果たしている。MSMEは製造業の約45％を生産し、輸出

の約40％を担っている。電力省エネルギー効率局（Bureau of Energy Efficiency：BEE）もMSME

セクターのエネルギー消費量を削減する調整に焦点をあてたBEE-SMEスキームを打ち出した。 

インドではMSMEの活動は地域ごとにクラスターにまとまっている。クラスターのなかでは

技術レベル、操業の習慣や商習慣まで類似点が存在するため、標準的な解決方法を開発して

いく意義は大きい。運転費用のなかでエネルギー費用が多くを占める小規模のエネルギー集

約的なサブセクターは多く存在している。すなわち、競争力を維持していくために企業はエ

ネルギー効率を改善することが必要不可欠であるということである1。 

MSME担当省によると、第12次5カ年計画（2012～2017年）ではクリーンテクノロジーの開

発と推進、省エネ技術の市場を作り出し、発展していくことが示されている。現在世界で推

進されている技術開発との連携を強め、活用していく必要がある。この5カ年計画は、企業の

キャパシティ・ビルディングも奨励している。すなわち、省エネに貢献する新たな技術を適

用し、競争力を高めるのみならず、製品の質を高めること、また市場メカニズムを利用した

                                                        
1 アーメダバードにある乳業組合のAmulの最高経営責任者は、省エネが運転費用の削減に最も重要な手段であると説明した。

組合の理念から、労働者の賃金や牛乳の買取価格を下げる手段は、もっともとってはならない方法であることも付け加えた

（2012年9月24日のインタビュー）。 
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省エネを推進していくことである。 

本プロジェクトでの試算によれば、鋳造業クラスターに導入予定のGHPにより、導入企業

のエネルギーコストの約35％、乳業に導入予定のEHPにより約50％の削減が見込まれている。 

 

（2）日本のODA政策との妥当性 

2007年度の対インド経済協力における次の3つの中期的政策重点目標のすべてに本プロジ

ェクトは貢献する内容であり、妥当性は高い。 

①日・印双方経済関係強化を通じた経済成長の促進、②貧困削減及び社会セクター開発、

③環境・気候変動・エネルギー問題に関する協力 

JICAはMSME省エネルギープロジェクトを2フェーズにわたり、実施している。中小企業開

発銀行（Small Industries Development Bank of India：SIDBI）を通じて中小企業に省エネ技術導

入のための資金を貸与し、更に金融機関への技術支援を行っている。フェーズ1での省エネに

よるエネルギーの節約は36％に及ぶと推定されている。 

本プロジェクトはまた環境、気候変動、エネルギー分野に貢献するのみならず、日本のLCT

をインドに導入することで、二国間の経済交流の強化が期待されており、ビジネスベースで

の技術の導入に焦点を当ててきた。更にエネルギー効率を高めることで、労働環境の改善な

ど他のコベネフィットにも貢献する礎を築く可能性がある。また、本プロジェクトでは中小

企業がLCTの受益者である。パイロットプロジェクトのサイトとして予定されるグジャラート

州アーメダバードにある乳業組合のAmulは農民に適正な利益と消費者に質の良い製品を供給

することをモットーとするユニークな組合であり、地元では有名な組織である。農民の経済

的自立をめざしている点で社会的弱者の擁護と貧困削減に貢献する意義をもつと位置づけら

れている。同様にグジャラート州ラジコートの鋳造企業も非常に重要な中小企業であり、非

常に多くの雇用を創出し貧困削減に貢献している。 

以上からプロジェクト目標と上位目標はインドの政策、日本のインドに対するODA政策の

優先分野との関連しており、パイロット事業の対象に選定された産業クラスターにおいて実

際に省エネ、GHGの削減が実現するのであれば本プロジェクトの妥当性は非常に高い、とい

える。 

 

６－２ 有効性 

プロジェクトの現時点での有効性は中程度であるが、パイロットプロジェクトが開始され、LCT

の開発・普及に係る研究活動が促進されれば高まるであろう。 

プロジェクトは日本のLCTをインドの中小企業に対して周知するために一定の貢献をし、TERI

のカウンターパートに実際的な技術的な知見をもたらし、能力向上に努めてきた。パイロットプ

ロジェクトは限られた中小企業クラスターを対象としているが、TERIはプロジェクトがもたらし

たLCTは広範な産業に適用可能だとしている。TERIはLCTが非常に実際的だと評価しており、他

ドナーによる単なる研究、助言にとどまっているプロジェクトに比べ、ユニークで異なるアプロ

ーチだとしている。 

キャパシティ・ビルディングの主な活動は、日本の専門家がインドに来て中小企業を訪問して

ともにプレF/S（Feasibility Study）や詳細計画を作成し、クラスターレベルでセミナーを実施する

のにとどまっている。 
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先述のとおり、パイロットプロジェクトの実施は1年以上遅れているため、成果達成に至る計画

の修正案は、実際に実施しうるワークプランに従って作成される必要がある。 

プロジェクトの有効性を高めるために、スケジュールのより詳細な管理と記録が必要である。

中間レビューチームは成果2及び成果3がプロジェクト期間内に達成できるように、プロジェクト

チームに対して一層の努力とマネジメント管理の改善を求めた。 

 

６－３ 効率性 

本プロジェクトの現時点での効率性は、日本から導入可能な12のLCTと、広大な地方に存在する

インドの中小企業の需要とを合致させ、4つの技術に絞り込むという比較的難易度の高い課題に取

り組んだことを考慮すると満足できるものといえよう。 

 

しかしながら、適切なLCT、対象となる中小企業を選定するのに当初の予定より多くの時間を要

し、パイロットプロジェクトの実施は1年以上も当初計画から遅れている。更に日本人専門家がイ

ンドの中小企業の実態を理解するのにも時間がかかった。しかしながら、TERIは日本からの専門

家や研究者との意見交換について高く評価している。インドに存在しない最新の技術に接する機

会をもたらしたからである。1週間程度の短期の日本視察についても実際にLCTが活用されている

現場を見学できたことでTERI側の評価は高い。総じてTERI側はプロジェクト進捗の遅れについて

の懸念はあまり示していないが、中間レビューチームとしては、パイロットプロジェクトにおい

てモニタリング期間が十分に取れず、研究の質にも影響を及ぼすリスクを指摘した。 

 

６－４ インパクト 

インパクトはパイロットプロジェクトが着実に実施され、LCTの開発・普及に係る研究成果がよ

り多く公表されれば、大きくなると期待される。 

本プロジェクトの活動は日本のLCTに対するインド側関係者の意識の変化に大きな役割を果た

してきた。日本人専門家の訪問に合わせて実施されたクラスターレベルでのワークショップでの

本プロジェクトの紹介がこれらの変化をもたらしてきた。本プロジェクトの主要な活動・成果は

インターネットでも公開されている。パイロットプロジェクトの結果が明らかになれば、普及活

動は更にスケールを広げて展開する予定である。国レベルでインパクトを広げるには継続した地

道な努力が必要となる。 

 

６－５ 自立発展性 

自立発展性は、LCTの開発・普及に係る研究成果に基づき、インド側で政策的な対応が図られれ

ば可能性としては高い。 

 

６－５－１ 組織面の自立発展性 

LCTを他のクラスターや地域に普及させるためには企業を束ねる産業連盟も情報共有の輪に

入れる必要がある。既に産業連盟や中小企業のなかには日本のLCTに興味を示してTERIにコン

タクトをとっているところもある。しかしながら、プロジェクトで導入するのは個別の技術で

はなく、ノウハウ、プロセス、サービス、組織的な管理方法まで含んだ一体化したものである。

パイロットプロジェクトでは中小企業と地域のエンジニアが日々の操業のなかでOJTとして学
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び、機器を維持していかなければならない。既に関係する政策立案者や民間セクターにどのよ

うにアプローチしていくかについて中間レビューの場でも話し合われた。プロジェクト終了ま

でに低炭素技術が広く普及されるように出口戦略をしっかりつくっていかなければならない。 

 

６－５－２ 財政面の自立発展性 

実施可能性調査（F/S）によって高額な初期投資と定期的なアフターサービスが重要な課題と

いうことが明確になった。これらの側面はプロジェクトのフレームワーク内では解決できるも

のではない。したがって各方面、日本の生産者とインド・日本側双方の政策立案者に対してプ

ロジェクトの成果を踏まえて関税や政策金融等に係る発信を行う必要がある。 

 

６－５－３ 技術面の自立発展性 

技術面については日本人専門家が主導し、TERIの技術者は日本の各技術専門家とフィールド

調査を通じて実際的な知識を十分に得ることができた。TERIの技術者はインドにおける技術の

適用の観点からさまざまな技術評価に当初からかかわってきた。パイロットプロジェクトの実

施を通じてインドの技術者は技術能力を高める機会を得ることが期待される。 
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第７章 結論と提言 
 

７－１ 結論 

日・印双方のプロジェクト実施機関は日本のLCTをインドの中小企業の間に周知する点で一定の

成果を果たし、TERI研究者の実際的な技術知識を高める貢献をした。 

パイロットプロジェクトの遅れが、プロジェクト外部の制御しがたい要因によるものがあるこ

とは認めるものの、今後はプロジェクトチームが更なる遅延を防ぐために実施可能な計画を作成

することが必要である。 

 

７－２ 提言 

（1）キャパシティ・ビルデイング 

パイロットプロジェクトを実施する現場関係者の能力開発をハード技術のみならずソフト

技術に関しても組織的に行う必要がある。日本への訪問も含んだトレーニングプログラムを

中小企業のマネジャークラス、産業連盟の幹部、他の研究機関などに提供することが望まれ

る。 

（2）パイロットプロジェクト 

GHP、EHPのハード技術導入については、パイロット事業の操業計画、責任の範囲が明確に

されており、協力対象に選定されたソフト技術に対しても同様の注意が払われるように実施

計画を作成していく必要がある。機材設置時の対象工場への日本側技術者の配置はスムーズ

な操業に必須である。TERIはインド国内での技術の普及促進に向けた資料作成を行う。また、

日・印（若手）の研究者がパイロットプロジェクトへの参画を進め、将来の日本技術導入に

かかるコスト低減に資する活動が期待される。 

（3）省エネ効果に係るモニタリング・検証 

適切な機材設置及び日・印双方研究代表機関専門家の参画が確保される必要ある。 

（4）プロジェクト活動に係る報告、情報共有の徹底 

技術とパイロットサイト選定に至るまでのさまざまな成果は、日・印双方の研究機関の貢

献が明示されるように、研究機関・研究者の名称・氏名等、網羅的に文書化されるべきであ

る。特にLCTの応用に係る提言は産業界、政府にも資する内容となることが期待される。更に

パイロットプロジェクトの経済面、社会面、環境面でのコベネフィットは日・印双方で文書

化し、関係者に周知されるべきである。 

（5）スケジュール管理の強化 

2014年3月までのプロジェクト期間内にマスタープラン記載の活動が終了すべく、プロジェ

クト関係者の情報共有を密にする。特にパイロットプロジェクト機材の通関、インド国内の

輸送についてはこれ以上の遅れを避けるため十分にモニタリングする必要がある。 

 

７－３ 教訓 

科学技術研究プロジェクトの順調かつ効果的なプロジェクトマネジメントのためには合意した

目標と検証可能な指標を明確にし、それらを関係者と早い段階で共有しておくことが必要である。 
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＜特記事項＞ 

今後は中間レビューで協議されたソフト分野での人材育成に対しても、日本側の個別技術の専

門家の派遣に積極的に取り組むことにより、プロジェクト全体としての総合的な効果を高める必

要がある。IGES側からの派遣者の選定が難しいという説明に対し、TERI側から（財）省エネルギ

ーセンターの専門家登録制度を活用して選定を行ってほしい、という具体的な提案があった。 
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